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１．はじめに

（１）宅老所の歴史
　宅老所は，1980年に京都府で開設された託
老所，1983年群馬県で開設されたデイセン
ターみさと（2017年３月に閉鎖），1986年青
森県で開設された紬の家や埼玉県で開設され
た元気な亀さん，1987年島根県で開設された
ことぶき園など1980年代に認知症高齢者に対
する病院や施設収容に対抗した元施設職員
等により「小規模」，「多機能」，「地域密着」

を理念として始まった（平野・奥田・池田 
2010：宅老所・グループホーム全国ネットワー
ク等）。後に，「宅」老所とした福岡県の宅老
所よりあい（1991年）や富山県のこのゆびとー
まれ1）（1993年）等全国各地に宅老所の実践
が知られる活動が立ち上がるとともに，1992
年に痴呆性老人毎日通所型デイサービス（Ｅ
型）の創設，1997年にグループホームの制度
化，2000年の介護保険制度施行により，制度
的サービス（通所介護（デイサービス））と
制度外サービス（宅老所における自主事業）
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  ［Abstract］
Financial Analysis of an Adult Day Care Home（Takurosho）Business

In this paper, we tried a few interpretations of an adult day care home
（Takurosho）business based on the latest 10-year fi nancial statement 
of the NPO. The targeted NPO has been active for over 20 years and 
is a certified NPO organization. The certified NPO organization has 
scaled the business up and down by operating in response to changes 
in related systems or in the environment, such as symbiotic care. 
The adult day care home might operate freely because there are no 
legal restrictions. However, the organization needs some funds for the 
operating costs and/or the administrative costs continuously, so it is a 
valuable case study to examine the problems and potentials of the adult 
day care home by fi nancial analysis.
This paper analyzes fi nancial statements for 10 years from fi scal 2007 
to fi scal 2016 in order to examine the profi tability. Specifi cally examined 
are the profi t and cost structure, the breakdown of business revenue, 
the operating cost ratio, the administrative cost ratio, the depreciation 
rate, the interest expense ratio, the personnel cost ratio, and the ratio 
of ROA and so on. In order to examine the fi nancial safety, the current 
ratio, the quick (acid-test) ratio, the fi xed ratio, and the fi xed long-term 
conformity rate were analyzed.
Throughout the analysis of these fi nancial statements and the changes 
of business contents, we consider points to keep in mind for the 
certifi ed NPO organization.
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を合わせて提供する宅老所が見られるように
なる（池田 2010）。2003年６月，厚生労働省
老健局長の私的研究会である「高齢者介護研
究会」による『2015年の高齢者介護～高齢者
の尊厳を支えるケアの確立に向けて～』とい
う研究会報告では，2006年に介護保険サービ
スの一つとして制度化された「小規模多機能
型居宅介護」（通い・泊まり・訪問のサービ
スを提供）という宅老所をモデルとした「小
規模・多機能サービス拠点」が登場している。
また，この頃，長野県や富山県等で共生を含
んだ多機能型支援事業へのシフトが見られる
ようになる（高橋 2007）。
　宅老所がグループホームや小規模多機能型
居宅介護と異なることは，制度上のサービスで
はなく，対象者や定員，人員配置，設備に規
定がなく，地域のニーズに柔軟に対応し，利用
者を受け入れてきたことにある。しかし，この
間話題になった「お泊まりデイサービス」2），「無
届け有料老人ホーム」，認知症グループホーム
での火災等の問題が相次ぎ，同様のサービス
を提供する制度外の宅老所も対応が求められ
（浅川 2011等），加えて「泊まりの長期化」と
いう通いを前提とした宅老所の理念からかい
離した地域のニーズに応えざるを得ない状況
にある（池田 2010）。

（２）本研究の目的と方法
　本研究の事例はＺ県で事業展開するNPO
法人である。そのＺ県によれば,本来的に宅
老所は「一般的に法令に定義のない民間独自
の福祉サービスを提供している施設」（Ｚ県
ホームページ）である。その実態としては，
宅老所・グループホーム全国ネットワーク
ホームページによると，「通い（デイサービ
ス）のみを提供しているところから，泊まり
（ショートステイ）や自宅への支援（ホーム
ヘルプ），住まい（グループホーム），配食な
どの提供まで行っているところもあり，サー
ビス形態はさまざま」ということであり，実

体は容易に特定できないものとなっている。
宅老所としての要件について運営する団体の
捉え方をみると，「小規模」で，かつ何でも
ありの「多機能」で，「地域密着」である家
族的な生活空間を提供している場所，とする
ことが一般的である。単純化して表現すると，
いわゆる宅老所らしい運営をするためには比
較的自由に事業運営できる反面，継続的に事
業を展開するためには事業費や管理費等を賄
うための財源を必要とする。くわえて法人の
形態をみても，宅老所はNPO法人，社会福
祉法人，医療法人，株式・有限会社，任意団
体等，多様な運営主体が認められる。したがっ
て，運営組織形態を無視して宅老所を単純に
分析することは困難である。
　本稿では，Ｚ県において20年以上宅老所事
業に取り組むNPO法人から直近10年分の財
務諸表データの提供を受け，その経営分析を
行い，あわせて経営の変化と制度の変化を対
応させて，動態的かつ制度的な変化を含めた
法人運営の解釈を試みる。事例は，認知症な
どの家族を抱えた利用者の生活を守り，支え
る理念をもち，実践する宅老所を小規模から
スタートして事業を拡大し，制度の変更やそ
れへの対応のなかで運営して，規模縮小を含
めて環境の変化に応じて宅老所事業を展開し
ており，宅老所の抱える課題と可能性を検討
する上で貴重なものといえる。しかもNPO
としての実績に関しては，当該法人は認定
NPOの資格を取得した法人である。
　ここではインターネット上で入手可能な決
算情報と追加的に提供を受けた情報を加え，
事例対象法人の2006年度から2016年度までの
10年分の事業報告および決算書を用いて，収
益性と財務の安全性を中心に分析を行う。

２．対象事例の概要

（１）Ｚ県の宅老所政策
　Ｚ県では，事例Tがスタート（1994年開
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所）となり広がりを見せていくが，2003年に
就任した知事によって県の施策として宅老所
が推進された。後にサービス提供対象者が
高齢者中心の場合「宅老所」，対象を限定せ
ず，分野を複数とする場合Ｎ（共生型施設：
以下Ｎとする）と呼び，これらをＣステー
ション（利用対象を限定しない施設：以下Ｃ
とする）と名付けたのは2007年であった。Ｃ
とは，「子どもから年齢を問わず，また障害
の有無に関わらず，誰もが自然に集い，住み
慣れた地域の中で安心して生活していくこと
ができるよう，様々な福祉サービスを，地域
住民やCSO（市民社会組織），ボランティア
等が協働し，支援していく地域の拠点」であ
り，2017年３月末で188ヶ所が登録している。
県では開設支援として，2003年度には宅老所
開設支援事業費補助開始，2005年度にはＮ開
設支援事業費補助開始，2007年度にはＣ推進
事業費補助を開始（継続中）している。現在
も継続しているＣ推進事業費補助の内容は，
既存宅老所又は既存Ｎに交流サロンの新規開
設（既存宅老所の場合はＮへの転換を条件と
する）には1,500千円，Ｎの新規開設には2,000
千円，Ｎ（交流サロン併設型）の新規開設に
は2,500千円となっている。一方，グループ
ホームの火災等が相次ぎ話題となった安全・
防災対策関係は，いずれも現在は終了してい
るが，2009年度のみＣに対する安全対策事業
費補助（自動火災報知設備，火災通報装置，
消火器などの設置経費を補助），2011年度に
はＣに対する防災対策整備事業費補助を開始
（2014年度まで）した。
　宅老所のネットワークは，Ｃ連絡会（1999
年にＺ県宅老所連絡会：2015年から名称変更）
があり，現在会員は80団体で，会による認証
制度もある。連絡会は４ブロック（中部，東部，
西部，北部ブロック）に分かれており，全体
研修とそれぞれのブロックで活動が行われて
いる。全体のイベントとしては地域交流イベ
ントがある。

　宅老所は身近な場所（住宅地）で高齢者を
中心にいろいろな人が集まり，多機能で支え
ることからスタートしたが，先述のように，
介護保険制度施行後，デイサービスに宿泊が
追加された「お泊りの長期化」がみられるよ
うになった。宅老所の推進県でもあるZ県で
は，使途を問わない開設費用の補助（800万
円）がなされ，デイサービスは自前で立ち上
げ，補助金を宿泊に使う事業者が増えたこと
が背景にある。その後，団体数の枠を設定し，
地域共生スペース（サテライトサロン）の立
ち上げに対する補助に変更した（金額も減額
された）。

（２）事例Ｔの系譜
　事業の始まりは，無許可の作業所の法人化
運動に本事例の代表と副代表が関わり，ボラ
ンティアとして自分達の福祉のあり様を模索
したことがきっかけである。その後生協の活
動に関わり，「ふくし生協Ｓ準備会」（1994年）
を設立し託児，宅老所を開設した後，1999年
に同準備会を改名しNPO法人Ｔを設立した。
　たすけあいの活動に関わるようになった経
緯は，代表が夫の転勤で現在地に住むように
なった時に地域に知り合いがいないために子
育てに苦労した経験に基づく。2000年の介
護保険制度の開始に伴い，訪問介護（2000
年），通所介護（2000年），居宅介護支援（2001
年），訪問入浴（2003年）に乗り出し，それ
に合わせて拠点としての宅老所を整備してき
た。それまでも障がいのある人を法人として
雇用していたこともあったが，2011年には就
労継続支援A型事業所をスタート，2013年
認定NPO法人となり，2015年に本事例Ｔを
オープンさせた。本事例Tは，３つの宅老所
を閉鎖して25名定員のデイサービス，有料老
人ホーム20部屋（25,000円と30,000円の居室）
に集約した。そのほか，放課後等デイサービ
ス，児童発達支援もある。併設するカフェで
は施設の利用者・地域や一般の人にも食事を
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提供している。最近は500円ランチ本の効果
で売り上げが増え，障がい児デイサービスは
収益が伸びている。
　これまでの事業は実に多岐に渡っており，
20周年記念誌の挨拶文のなかで，託児所・出
張託児・病児託児・訪問介護・居宅介護支援
事業・宅老所・利用対象を限定しない施設
（Ｃ）・障がい者グループホーム・就労継続支
援A型事業所をカバーするものとなってき
た。その一方，介護保険制度改正等に伴い，
一部宅老所の閉鎖をすることになったことな
どから，高齢者介護から障がい者福祉へのシ
フトを進めることを提示している。ここでこ
れまでの事業展開を経年的に整理すると以下
のようである。

1994年　ふくし生協Ｓ準備会発足，「宅老
①」開所

1995年　「宅老②」事務所兼託児所開設，「宅
老③」開所

1996年　「ふくしの家Ｋ」（共生型施設：以
下Ｋとする）開所

1997年　「宅老①」「宅老②」がふくし生協
Ｓ準備会から独立

1999年　「Ｋ」同上準備会から独立，「NPO
法人Ｔ」設立，「宅老所④」開所

2000年　訪問介護，通所介護事業所指定
2001年　「宅老所⑤」，「宅老所⑥」開所
2003年　「宅老所⑦」「宅老所⑧」開所　訪

問入浴サービス開始
2004年　「障がい者グループホームＫ」開所
2005年　「宅老所⑨」，「Ｃ①」開所
2009年　「Ｙ」（就労継続支援Ａ型，カフェ）

開設
2011年　「まちなかカフェＹ」開設，就労

継続支援Ａ型事業所Ｙ事業開始
2012年　「Ｔ茶屋」開設（Ｘ市より指定管

理者として受託）
2013年　Ｚ県より認定NPOの認定
2015年　「Ｃ②」開設

　この歴史をみると宅老所は９ヶ所設置
（２ヶ所は独立）したことになるが，同時に
介護保険事業にも対応して通所および訪問介
護，ケアプランサービス，訪問入浴サービス
事業所を運営してきた。くわえて，中間支援
組織としてのＺ県宅老連絡会（後のＣ）を設
立し，就労継続支援事業所や地域食堂など多
角的な事業運営に乗り出してきたといえる。
これが現在事業の見直しのなかで宅老所の大
半となる５ヶ所を閉鎖し，地域食堂はＣのな
かに位置づけられた。
　ところで，2018年２月現在の職員は60名（宅
老所１ヶ所につき10名程度），正職員は４～
５名で残りはパートである。宅老所から障が
い者のグループホームに変更したところもあ
るが（宅老所⑦），宅老所のように共同生活
ではなく個室を希望し，古くてきれいではな
い施設に家族は入れたくないという意向があ
ることも有料老人ホーム（デイサービス併設）
開設につながったといえる。
　以前は14年前のコロニー解体の関係で，宅
老所に障がい者を１名ずつ最低賃金で雇用し
ていたこともある。障がい者の就労継続支援
Ａ型事業所は2011年から始めたが，農業活動
の場合，利用者の賃金を支払えるほどの収入
を上げることが難しく，2017年８月に閉鎖し
た。Ａ型の元利用者３名は現在一般就労とし
て，Ｃ②で働いている。宅老所を改修する補
助金の場合，22年間は使うことを条件とされ
ているため，閉鎖すると補助金を返還しなけ
ればならない。また，2018年３月までに宅老
所にスプリンクラーの設置が必要（２年前ま
では補助があった）になるが，地域で支え合
う取り組みを続けるために未設置の宅老所⑥
に設置を予定している。
　閉鎖した宅老所の一つである宅老所⑤
（2016年10月末休止～2017年３月末閉鎖）で
は，2017年５月30日から毎週火曜日300円で
食事を提供するたすけあい食堂を開催してい
る。Ｘ市の市民活動応援制度から30万円，Ｓ
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銀行から30万円とＳ未来創造基金を使ってい
る。40名超が利用しているが，家賃や光熱費
の支払いで赤字になっている。また，国と市
から委託を受けたNPOが実施している子ど
も食堂と学習支援に月１回場所を提供するな
ど，居場所を広げていきたいと考えている。

３．事例Ｔの経営分析

（１）NPO法人の決算書の区分
　周知のようにNPO法人では利益概念も
資本金概念も使わない。図１に示すように
NPO法人はNPO法人会計基準に準拠して決
算書として活動計算書および貸借対照表等を
作成している。
　活動計算書では経常収益から経常費用を差
し引くことで当会計期間の経常収支差額（当
期正味財産増減額）が計算される（経常外収
益・費用が発生していない場合）。これに前
期繰越正味財産額を加算して次期繰越正味財
産額を計算する。他方，貸借対照表では資産
合計は負債合計と正味財産合計の合計額に一
致する。また前期末に算定された正味財産額

が当期に引き継がれ当期正味財産増減額と加
算されて正味財産合計となるが，これは活動
計算書で計算された次期繰越正味財産額に一
致するという関係性を持つ構造になってい
る。そして経常収支差額がプラスであれば正
味財産の増加に繋がり，マイナスであれば正
味財産が減少する。
　このような計算構造を持つNPO法人の決
算書において，営利法人（株式会社）に適用
される財務諸表分析のすべてを援用して解釈
することはできない。しかしNPO法人と同
じ非営利法人に分類される社会福祉法人につ
いては，日本公認会計士協会（2014）が営利
法人・非営利法人間で勘定科目の違いはある
ものの，営利法人の分析手法を用いて財務諸
表分析する研究報告を公表しているし，馬場
（2013）はNPO法人を中心とする非営利法人
全般を対象とする分析を行っている。本稿に
おいてもそれらを援用して分析を進める。
　本研究の対象は宅老所であり，この点から
見れば，財務諸表に基づく分析を行う場合も
宅老所事業に限定した分析を行う必要があ
る。しかし，後に触れるように宅老所が介護

図１：NPO法人の決算書の区分と関係性
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保険事業者として指定を受けている場合，宅
老所事業におけるデイサービスの提供は介護
保険事業として実施されることが基本とな
る。一方，法人全体の介護保険事業には宅老
所でのデイサービスも他の施設でのデイサー
ビスも含まれる。また事業費・管理費という
費用面では，宅老所以外の事業を行っている
場合，宅老所事業分だけを切り分けることは
収益の切り分け以上に難しい。そのため，本
研究においては法人全体の分析を中心とし，
宅老所事業に関する部分について情報を補充
しつつ分析を行う。

（２）収益性に関する状況
　先にも触れたように，利益概念を使わない
NPO法人において収益性に関する用語を使
うことが妥当かどうかという懸念はあるが，
経常収益と経常費用のバランスがとれてお
り，さらに事業収益が事業費や管理費を上回
るほどの金額であれば，その差額を次期以降
の事業活動に活かすことができる。何より事
業の継続性を考える上で収益と費用のバラン
スを考えることは重要である。
　NPO法人会計基準に準拠して活動計算書
を作成しているNPO法人では，経常収益は
①受取会費，②受取寄付金，③事業収益，④
その他収益（補助金・助成金等）に区分表示
される。そしてもっとも重視すべき項目は事

業収益である。そこでまず，事例の事業収益
全体と経常収支差額（経常収益－経常費用）
をみることにする。
　図２から分かるように，2013年度以降，事
業収益も経常収支差額も減少傾向にある。と
りわけ2015年度には経常収支差額が40,000千
円を超えるマイナスとなっていることからそ
の要因を探るために収益構造と費用構造を見
る必要がある。

収益構造と費用構造
①事業収益の内訳
　事例Ｔでは過去10年間平均で経常収益は
約276,000千円であり，経常収益に占める事
業収益は平均94.3％である。その中で2015
年度の事業収益は約220,000千円に落ち込む
と同時に，その他収益（補助金・助成金等）
も2015年，2016年と大幅に減少した。他方，
経常費用は2015年度，2016年度はそれぞれ
275,000千円，264,900千円と節約傾向にある
ものの過去10年間平均で約279,000千円であ
り経常収益を上回っている。つまり，経常収
支差額の悪化の要因は費用ではなく収益にあ
るといえる。
　図３に示した事例Tの事業収益の内訳を
やや詳しく見ることにする。
　事業収益の中でもっとも多いのは介護保険
事業（図３の一番下のグレー部分），次いで

図２：事業収益と経常収支差額
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高齢者生活支援事業（グレー部分の上の黒部
分）であることが分かる。
　先にも触れたが宅老所では介護保険の対象
になるデイサービス（介護保険事業）と対象
外のデイサービス（高齢者生活支援事業）が
ある。高齢者生活支援事業による収益は食費・
ハウジング費用（部屋代・共益費）・オムツ・
送迎費用他，全額が利用者の自費支弁である。
事業収益全体を見ても2012年度をピークに
徐々に減少傾向にあるが，それ以上に宅老所
に関係する介護保険事業や高齢者生活支援事
業による減収が全体収益を悪化させる要因で
あると思われる。これは先に触れたように最
大７ヶ所（９ヶ所設置のうち２ヶ所独立）あっ
た宅老所を整理統合し，2017年度には２ヶ所
のみとなったことに起因しているのかもしれ
ない。
　一方，ここ数年では，就労支援事業（図３
では横線部分）や有料老人ホーム事業（2015
年度・2016年度のドット部分）の割合が増加
しており，収益源に変化が見られる。

②事業費率
　次に収益と代表的な費目との比率に目を転
じたい。ここでは事業費，管理費，支払利息，
減価償却費，人件費を取り上げるが，いずれ
も事業収益に対する比率である。
　まず事業費率である（図４）。事業費率は
事業収益に占める事業費の割合（事業費／事
業収益）であり，2012年度以降緩やかに右肩
上がりに傾向を示している。

③宅老所運営に関わる費用バランス
　ところで事業費は複数事業の総額であり宅
老所事業に限定した事業費は明示されない。
そこで事例先から提供を受けた事業費内訳を
用いて宅老所運営に関わる費用バランスにつ
いて考察する。
　表１のとおり，事例Ｔでは2011年度までは
総事業費のうち70％が宅老所事業に振り向け
られていた。たとえばこれを金額ベースに
換算すると2011年度で約126,168千円になる。
2012-2014年度はその割合が若干下がったが，

図３：事業収益の内訳

（注：事業区分は事例NPO法人T提供の資料に基づく）
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それでも60％以上が宅老所事業に振り向けら
れていた。しかし2015年４月１日に開設され
たＣ②（Ｚ県初の複合型施設）の開設に伴い，
４拠点をＣ②に集約した。これによって宅老
所⑦（宅老所・通所介護）を閉鎖し，その後，
障がい者グループホームＫを移転した。また
2016年10月には宅老所⑤（宅老所・通所介護）
を閉鎖するとともに訪問介護・居宅支援事業
も2017年３月に閉鎖し，またＹ（就労継続支
援Ａ型・カフェ）は2017年８月に閉鎖した。
こうした事業所の統廃合および新規事業の展
開によって事業費の内訳も変化し，2015年度
以降は宅老所の事業費は2007-2011年度の半
分にまで減少した。たとえば2016年度も事業
費総額の35％が宅老所にかかる事業費である
とすればその金額は約61,558千円となる。
　事業を充実させようとすればするほど事業
費が上昇するのは当然である。しかし，採算

点を意識しないで事業費を増加させた場合，
過大なキャッシュの流出を招き，単年度での
経常収支差額がマイナスになり，それを補填
するために繰越正味財産額を取り崩すことに
なり，結果として経営基盤を弱めてしまうこ
とになる。
　たとえば，2012年度までの事業収益に占め
る事業費の割合は60％前後で推移していた。
それが2013年度には72.6％，2014年度71.4％
になり，2015年度では82.5％にまで上昇して
高コスト体質になった。これが運営を圧迫し
ていることは想像に難くない。

④管理費率
　次に管理費率（管理費／事業収益）である
（図５）。管理費はいわば法人運営を支えるた
めに固定的に発生する費用である。このよう
な性格を持つ管理費は事業収益で賄えること

図４：事業費率

表１：事業費内訳
事業項目 2007～2011 2012～2014 2015～

訪問介護・家事支援 10％ 7％ 3％

居宅支援 7％ 7％ 3％

宅老所 70％ 63％ 35％

託児・障がい児 10％ 10％ 12％

グループホーム 3％ 3％ 2％

就労支援・カフェ 10％ 10％

デイサービス・有料ホーム 35％

他の福祉団体連携事業

合計 100％ 100％ 100％

（NPO法人T提供）
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が望ましい。事例Ｔの場合，その比率はおお
むね40％程度である。事業収益に対して一定
程度の管理費率であるということは，事業収
益の増減にかかわらず一定であるということ
であり（たとえば，事業収益が100であれば
管理費が40，事業収益が80であれば管理費が
32というように），おおむね管理費の割合を
コントロールしているといえる。
　しかし，一般的にいえば，管理費は，管理
部門従事者に対する人件費や旅費交通費，通
信費など事業収益とは直接的には無関係で独
立して発生する費用である。これが事業収益
と比例的に変動するということは事業収益に
合わせて管理費を制御していることであり，
それが節約のレベルである限りは問題ない
が，無理な削減の結果であるとすると管理運
営業務に支障を来す恐れもある。
　また事業費との関連で見れば，事業費率
と管理費率を加算すると，過去10年間のう
ち８年度で100％を超える。とくに2015年度
は125.2％にまで上昇している。次に見るよ
うに固定資産取得による減価償却費の計上に
よって事業費が増加し，長期借入金の増加に
よる支払利息の増額によって管理費が増加し
たという要因はあるが，事業費率それ自体の
減少策を講じないと次期繰越正味財産額が目
減りしてしまい内部留保が著しく少なくな
り，将来の事業に影響が出る。現に，過去

10年間で2007年度から2013年度にかけて順調
に積み増ししてきた次期繰越正味財産額は，
2013年度に80,000千円を計上して以来減少の
一途を辿り，2016年度には12,700千円にまで
減少した。図１で示したように，活動計算書
で計算された次期繰越正味財産額は貸借対照
表の正味財産合計になる。この部分が減少す
るということは，資産のほとんどが負債で賄
われていることを意味する。このことは後に
触れるように財務的安全性に影響を及ぼすこ
とになる。

⑤減価償却費率
　さて次は，急激に上昇した減価償却費であ
る。減価償却費の急増は施設C②を建築し取
得したからである。減価償却費率（事業活動
減価償却費／事業収益）は，図６のように
2013年度から年々上昇し，2016年度では事業
収益の7％超まで増加した。決算書上，減価
償却費は費用計上されることから，減価償却
費の増加は当期経常収支差額（当期正味財産
増減額）に影響を及ぼす（つまり減価償却費
分だけ経常費用が増加する）。ちなみに減価
償却費の計上によって2016年度では17,000千
円費用を増加させる要因になった。その結果，
最終的には次期繰越正味財産額（＝正味財産
合計）を減らすことになった。

図５：管理費率
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⑥支払利息率
　また図７から明らかなように，支払利息
率（支払利息／事業収益）は2014年度から上
昇して，直近では事業収益の2％を超えてい
る。これは有利子負債（長期借入金）の増加
に伴って発生した利息である。それまでも法
人代表・副代表からの借入金はあったものの
最大で23,000千円程度（2008年度）であった。
しかし金融機関から2014年度に140,000千円，
2015年度に160,000千円借り入れを行い借入
金が300,000千円になった。これはC②の建
設のための借り入れであったが，これに伴っ
てこの有利子負債の返済期間にわたって支払
利息という一定のキャッシュの流出が発生す
る（2016年度で約5,000千円）。今後，利息の
支払額は有利子負債元本の返済額とともに実

質的に法人運営に重くのしかかってくること
が予測される。

⑦人件費率
　さて，基本的に人的サービスの提供を行う
宅老所では人件費率（（事業費人件費＋管理
費人件費）／事業収益）が高くなる（図８）。
Ｔでも10年間の平均で80.2％となっている。
2010年以降は上下振動があるものの緩やかに
右肩上がりの傾向があったが，2016年度に
入って人件費率が減少した。

⑧法人全体の職員数と宅老所事業の人員ウェ
イト
　ここで視点を変えて法人全体の職員数と宅
老所事業の人員ウェイトをみてみたい（図

図６：減価償却費率

図７：支払利息率
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９）。
　法人全体の職員数は常勤職員と非常勤職
員（パート等）の合計である。過去10年間の
構成割合は常勤職員が44.9％，非常勤職員が
55.1％で非常勤職員が若干多い程度であり，
ほぼ同数と考えて良いだろう。この10年間で
法人全体の職員数がもっとも多かったのは
121名（常勤・非常勤合計）で，それが徐々
に減少し2016年度では62名になった。
　この間，7ヶ所あった宅老所は，2015年４
月１日のＣ②の開設に伴い，前後して移転・

閉鎖を行い，現在は２ヶ所（宅老所⑥・⑧）
での運営になっている。そのため，宅老所に
関わる人員の法人全体の職員数に占めるウェ
イトは，2014年度までほぼ70％前後だったが，
2015年度には44.3％，2016年度には35.5％に
まで減少した。なお，１ヶ所の宅老所で見れ
ば，過去10年間の職員の構成割合は常勤職員
が46.7％，非常勤職員が55.3％で，ここでも
常勤・非常勤ほぼ同数と考えてよい。なお各
宅老所は利用定員が10名であることが一般的
であり，１ヶ所での職員数（常勤・非常勤）

図８：人件費率

図９：法人全体の職員数と宅老所事業の人員ウェイト

（注：人員数は毎年度10月～12月の給与データに基づく）
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は10～13名がほとんどであった。
　さて，先に示した人件費率は職員数の減少
局面にありながら，それに連動してないよう
に思われる。つまり人件費率が高止まりして
いるのである。そこで各年度の一人あたり人
件費（総人件費／職員数）を計算してみると，
宅老所事業の人員ウェイトが高い2008年度で
1,862千円程度であった。それに対して宅老
所事業の規模を縮小する2015年度では一人あ
たり人件費は約2,650千円，もっとも人員ウェ
イトが低い2016年度では約2,814千円であっ
た。このことがどのような要因によってもた
らされたのかは一概にはいえないが，たとえ

ば給与待遇改善や事業内容変更による退職者
への退職金の支払いが要因になる。
　しかし，宅老所への人員配置のウェイトが
大きかった年度より，ウェイトが半減した年
度の方が一人あたり人件費が高くなっている
ことは留意すべき点であると思われる。

⑨総資産経常収支差額率
　ところで，営利法人では保有資産の効
率的な利用を知るためROA（Return On 
Assets：資産利益率）を用いることが一般的
である。ROAが意味するところは，保有資
産をいかに効率的に使って利益を得ているか

図10：総資産経常収支差額率

図11：総資産経常収支差額率とその分解
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を判断しようとするところにある。この比率
が高ければ高いほど資産を効率的に利益に変
えていると判断できる。
　ここでも営利法人のROAの考え方になら
い総資産経常収支差額率（経常収支差額／総
資産）で効率性を見ることにする（図10）。
　事例Ｔの場合，この比率が10％を超えた年
が２回（2010年度，2012年度）あったが，そ
れ以降，急激に下落し，2013年度以降はマイ
ナスに落ち込んでいる。その要因は分母であ
る総資産の増加と，分子である経常収支差額
がマイナス（赤字）になったという二重の結
果によってもたらされた。
　ROAはまた，総資産回転率（売上高／総
資産）と売上高経常利益率（経常利益／売上
高）とに分解することができる。前者は総資
産の何倍の売上高を獲得できているかを示
し，回転数が多ければ多いほど総資産を有効
活用していることを意味する。後者は儲ける
力がどの程度あるのかを示し，これも高けれ
ば高いほど良好であることを意味する。よっ
て，ROAの高低が総資産回転率によるもの
なのか，あるいは経常利益率によるものなの
かを判断できる。
　事例Ｔの場合，2010年と2012年に総資産経
常収支差額率が上昇した（図11）。この要因
を探ると，2010年も2012年も総資産回転率（事
業収益／総資産）よりは経常収支差額率（経
常収支差額／事業収益）の上昇によって総資
産経常収支差額率が上昇したことがうかがえ
る。つまりこのことは，より少ない費用で効
率的に事業活動を遂行したことを意味する。
ところが直近の４年間は総資産経常収支差額
率がマイナスになった。これは保有する総資
産をうまく事業収益に転嫁できていないばか
りか，事業収益以上に費用が発生しており，
結果として総資産経常収支差額率の落ち込み
は，総資産回転率と経常収支差額率の両方に
よってもたらされたと判断できる。
　最後に，社会的支援率についてふれておく。

これは「入会金・寄付金・補助金・助成金といっ
た市民や行政，企業などから受けている資金
的支援による収入割合」（馬場p.41）である
（馬場はこれを社会的支援収入比率と称して
いる）。見方を変えれば，経常収益率は事業
収益率（事業収益／経常収益）と社会的支援
率（社会的支援収益／経常収益）に分解でき，
その和はほぼ１となる（受取会費を含まない
ため正確に１にはならない）。もちろん社会
的支援が大なることは非営利活動にとって望
ましいことである。しかし活動それ自体が社
会的支援に依存するようであっては安定的な
活動がおぼつかないという側面もある。
　事例Ｔの場合，社会的支援率は，過去10
年平均で5.7％であった。もっとも少ない年
は2007年度の1.8％で，もっとも高かったの
は2013年度で9.9％であった。過去10年間の
うち，2011年から４年間，補助金収入・助
成金収入・委託料収入が年間20,000千円から
30,000千円あったことから，これが経常収益
を押し上げる要因の一端にはなったが，2013
年度をピークにこの比率が逓減し2016年度で
は2.3％だった。しかも2016年度には補助金
収入・助成金収入・委託料収入がないことか
ら，事例Ｔでは経常収益に占める事業収益へ
の依存度がますます高まっているといえる。

（３）財務安全性に関する状況
　次は財政基盤に関する分析である。安全性
分析は財務安全性に関する分析であり，見方
を変えていえば支払能力があるかどうか，そ
れが高いかどうかを判断するための分析であ
る。まずは支払能力を判断する基本的な比率
である流動比率と当座比率を検討する。

①流動比率
　流動比率（流動資産／流動負債）は流動資
産と流動負債の関係を見る比率である。いい
かえれば１年以内の支払義務（流動負債）を
賄う流動性の高い資産（流動資産）をどの程
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度保有しているかを示す指標である。
　事例Ｔの場合，2013年度以降は財務流動性
が高く安全性が高まっている。その要因は流
動負債を減少させていることにある。つまり
流動資産の減少幅よりも流動負債の減少幅が
大きかったことによって流動比率が上昇し
た。しかし流動資産一定で流動負債が減少し，
その結果として流動比率が上昇すれば安全性
が高まっているといえるが，流動資産が2012
年に比べて55％程度に減少している点は見逃
せない（図12）。

②当座比率
　流動資産のうち現金預金に絞って流動負債
との関係を見る当座比率（現金預金／流動負
債）（図13）でも，2013年度以降，緩やかに
右肩上がりとなっており，短期の支払能力は
悪くないように見える。しかしこれは流動負
債（とくに未払金）が減少していることに起
因しており，分子の現金預金残高を見ると，
2007年度から2014年度までの過去８年間の平
均で26,600千円ほどあった現金預金残高は，
2015年度，2016年度とも14,000千円弱にまで

図12：流動比率

図13：当座比率
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減少した。したがって即座の支払いには耐え
られるものの余裕がない状態になっていると
判断できる。

③固定比率
　他方，長期的な支払能力を見ると不安要素
がある。純資産（総資産－総負債）に対する
固定資産の割合を示すのが固定比率（固定資
産／純資産）である。
　事例Ｔの場合，2014年度に固定資産を取得
したことからこの比率が急上昇した（図14）。
　この比率は，一般的には100％未満である

ことが望ましい。営利法人では，返済義務の
ない自己資本と固定資産の割合で分析するた
め，資本概念を使用しないNPO法人ではや
や趣が異なる。とはいえ，正味財産が将来の
ための内部留保額であると捉えれば，正味財
産は返済義務のないプラスの財産であると捉
えることができ，この意味で固定比率を分析
することに一定程度の意味があると考えられ
る。

④固定長期適合率
　また，固定比率を補完する比率に固定長期

図14：固定比率

図15：固定長期適合率
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適合率（固定資産／（純資産＋固定負債））
がある。これは固定資産の調達に際して即座
の支払いを必要としない資金（長期的に返済
可能な資金＝長期借入金）の割合がどの程度
かを見る比率であり，借入金の返済が長期に
わたり即座に巨額の支払いが必要にならない
ため短期的な経営を圧迫しにくいという考え
方に基づく。事例Ｔの場合，固定長期適合率
も上昇している（図15）。このことは取得し
た固定資産に関する支払いは長期債務で賄っ
ているため，今後，安定的な収益が得られれ
ば問題ないといえる。ただし営利法人では，
この比率は100％未満であることが絶対条件
であるといわれることを勘案すると，2016年
度に100％に近づいていることに注意が必要
である。

４　まとめ

　以上の展開をまとめるならば，現在，事例
Ｔは事業の統廃合および新規事業の立ち上げ
期に入っている。それに合わせて新しい施設
設備も整えた。そうした中で宅老所事業は規
模を縮小しつつ，託児・障がい児，就労支援，
有料老人ホームなどの多角的な共生型事業に
軸足を移している。この動きを見れば，事例
Ｔは第二創業期であるといえなくもない。
　先に触れたように，宅老所事業に法的根拠
はなく，しかも10名程度の小規模で多様な
サービスを提供する事業である。継続した宅
老所事業を展開するためには利用料収入だけ
では足りず，現状においては事業を継続して
いくために介護保険事業も併用する以外に道
はない。それとても十分であるとはいえない
だろう。ここに宅老所事業の難しさがある。
そのような環境にあって，地域ニーズに応え
る宅老所事業を遂行するために，法人として
軸足を変えて対応しているように見える。
　宅老所の事業主体を振り返れば，宅老所
が法制度的な裏付けを持たないことから法

人・任意団体を問わず容易に参入できる状態
であった。そこに県からの助成金が充てられ
て宅老所それ自体の施設整備は一定程度充実
したかに見えた。しかし，広島県福山市のホ
テル火災（2012年５月），長崎市の認知症高
齢者グループホーム火災（2013年２月），福
岡市の診療所火災（同年10月）などが発生
したことから2015年4月から消防法が改正さ
れ，小規模であったグループホームや宅老所
もスプリンクラーの設置の網の中に入ること
になった。このことによって小規模な事業者
はグループホームからの撤退を余儀なくされ
た。宅老所も同様である。法制度的な裏付け
がなく事業者が自由に宅老所を運営できたに
も関わらず，そこに次元の異なる法制度が持
ち込まれ，そもそも収入が少ない事業であっ
た宅老所の運営を圧迫することになった。事
例Ｔによる宅老所事業も例に漏れない。
　また，さまざまな事業者がそれぞれの思い
で宅老所を運営できることが，別の角度から
見れば玉石混交という状況になってしまった
のではないかとも考えられる。そこには昨今
問題になっている就労継続支援Ａ型事業所と
同様の問題を内包しているのではないだろう
か。就労継続支援Ａ型は法制度的に位置付け
られているにもかかわらず問題が露見したの
である。いわんや法制度がない宅老所におい
てをやである。事例Ｔが宅老所を運営するに
際して，自由に運営できることに内在する問
題や課題を認識しそれにどのように対応して
きたのであろうか。
　財務分析で見たように，事例Ｔは事業収益
の増減に合わせて費用を調整している。とく
に管理費は事業収益とほぼ連動して一定率で
増減させている。このことからキャッシュの
「入りと出」をコントロールできていると判断
できる。しかも300,000千円の借り入れ（借入
期間20年）を行ったことから，金融機関から
信用能力も高いと見なされているといえる。
一方で将来に目を向ければ，借入金の返済お
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よび利息の支払いが続くため，これを支弁で
きるキャッシュ・イン・フローをどう確保す
るかは今後の継続的な課題である。多角的な
共生型事業に取り組み始めたが，一方で借
入金や利息の支払いを滞りなく行うためにど
のようにすればいいのかを考えなければなら
ない。その際，単に介護保険やそれに関連す
る事業に関わる制度のみに着目するのではな
く，つまり収入増加策だけに目を向けるので
はなく，たとえば観点は異なるが中小企業庁
によるNPO法人を対象にした信用保証制度
に見られるように，NPO法人に適用される諸
制度にも目配りし，制度上利用できることは
何かを調査することが重要になる。そのため
に，法人に関連する制度に精通したマネジメ
ント専門の人材登用も必要になるだろう。

付記　本稿は，JSPS科研費 17K04231（代表 
杉岡直人）による研究成果の一部をなすも
のである。調査と本稿のまとめに際しては，
NPO法人Tの代表，副代表ほか関係者の方々
に多大なご協力いただいたことに厚くお礼申
し上げます。また，事例の記述については，
聞き取り対象者の確認を受けましたが，本稿
の記述に関する表現および内容に関するすべ
ての責任は執筆した我々にあることをお断り
しておきます。
　主な執筆分担は，１，２が畠山･杉岡，３，
４は大原が担当し，全体として協議を重ねま
とめたものである。

注
１） このゆびとーまれに代表される富山型デ
イサービスは共生ケアと呼ばれ，当初か
ら高齢者，障がい者，児童を積極的に受
け入れ，特区の指定を受けて，指定介護
保険サービス事業所における障がい者の
利用を認める等してきた（富山県　とや
ま の 共 生　http://www.toyama-kyosei.jp/
（2018.03.20））。基準該当と呼ばれるこの仕
組みは，2018年「共生型サービス」として

創設された。詳細は別稿（杉岡直人・畠山
明子・大原昌明（2018）「宅老所による利用
者支援から地域共生拠点形成への軌跡」『北
海道地域福祉研究』第21巻（2018年9月発刊
予定）にて整理している。

２） デイサービスにおける宿泊サービスの提供
のことを指す。
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